
石川県介護保険施設等指導監査要綱

第１　目的
　　  この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２４条、第７６条、第９０条、第１００条、第１１４条の２及び第１１５条の７並びに健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第２６条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧介護保険法」という。）第１１２条の規定により、介護保険施設の開設者、指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者（以下「介護サービス事業者等」という。）に対して、県が実施する指導及び監査について、基本的事項を定めることにより、介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図ることを目的とする。

第２　基本方針
　　　介護サービス事業者等に対する指導及び監査は、次に掲げる基本方針に基づき行う。

  １　指導

利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭におき、また、介護サービス事業者等の支援を基本として、厚生労働省が定めた介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬の請求の内容、制度改正内容及び高齢者虐待事案等に関する事項について周知徹底させること。
  ２　監査

介護サービス事業者等の介護給付等対象サービスの内容について、第10の１に規定する行政上の措置に該当すると認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合、又は介護報酬の請求について不正若しくは著しい不当が疑われる場合、又は不正の手段により指定等を受けていると認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合、又は利用者等について高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号）（以下「高齢者虐待防止法」という。）に基づき市町村が虐待の認定を行った場合若しくは高齢者虐待等により利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしている疑いがあると認められる場合（以下「指定基準違反等」という。）において、当該介護サービス事業者等に対し報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該介護サービス事業者等等に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査（以下「立入検査等」という。）を行い、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置をとること。

第３　実施機関
　　　指導及び監査は、健康福祉部厚生政策課、長寿社会課及び各保健福祉センターの職員が行う。

第４　対象
　１　指導及び監査の対象事業は、介護保険法に規定する次の事業とし、対象者は、これらの事業を行う若しくは行った者又はその従業者等とする。

　　　
    (１)  指定訪問介護事業
    (２)  指定訪問入浴介護事業
    (３)  指定訪問看護事業
    (４)  指定訪問リハビリテーション事業
    (５)  指定居宅療養管理指導事業
    (６)  指定通所介護事業
    (７)  指定通所リハビリテーション事業
    (８)  指定短期入所生活介護事業
    (９)  指定短期入所療養介護事業
    (10)  指定特定施設入居者生活介護事業

　(11)　指定福祉用具貸与事業

　(12)　指定特定福祉用具販売事業 

　(13)　指定介護老人福祉施設
　(14)　介護老人保健施設
　　(15)　介護医療院 
　　(16)　指定介護療養型医療施設

(17)　指定介護予防訪問介護事業

(18)　指定介護予防訪問入浴介護事業

(19)　指定介護予防訪問看護事業

(20)　指定介護予防訪問リハビリテーション事業

(21)　指定介護予防居宅療養管理指導事業

(22)　指定介護予防通所介護事業

(23)　指定介護予防通所リハビリテーション事業

(24)　指定介護予防短期入所生活介護事業

(25)　指定介護予防短期入所療養介護事業

(26)　指定介護予防特定施設入居者生活介護事業

(27)　指定介護予防福祉用具貸与事業

(28)　指定特定介護予防福祉用具販売事業
　２　指導及び監査の対象業務は、介護保険法に規定する介護給付等に係る居宅サービス等の内容及び介護給付等に係る費用の請求に関する事項等とする。

第５　実施形態

　１　指導の形態は、次のとおりとする。

(1) 集団指導

必要な指導内容に応じ、年１回以上、一定の場所に集めて講習等の方法により行う。なお、オンライン等（オンライン会議システム、ホームページ等。以下同じ。）の活用による動画の配信等による実施も可能とする。

(2)運営指導
運営指導は次の①～③の内容について、原則、実地に行う。また、県知事が単独で行うものを「一般指導」とし、厚生労働大臣及び県知事、又は県知事及び市町長（中核市の長を除く。）が合同で行うものを「合同指導」とする。
なお、①～③の実施については、効率的な実施の観点から、それぞれ分割して実施することも差し支えない。
① 介護サービスの実施状況指導

個別サービスの質（施設・設備や利用者等に対するサービスの提供状況を含む）に関する指導
② 最低基準等運営体制指導

基準等に規定する運営体制に関する指導（③に関するものを除く。）
③ 報酬請求指導

加算等の介護報酬請求の適正実施に関する指導
　２　監査は、実地に検査を行うほか、必要に応じて報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、出頭を求め、又は関係者に対して質問するものとする。

第６　指導及び監査対象の選定基準等

　１　指導対象
効率的な指導を行う観点から、指導対象の選定については一定の方針に基づいて行う。
　　(1) 集団指導の対象
    　　石川県知事が指定・許可の権限を持つ全ての介護サービス事業者等を対象に行う。
  　(2) 運営指導の選定基準
    　　実施頻度（指定又は許可の有効期間内に少なくとも１回以上、居宅サービス（居住系サービスに限る。）、地域密着型サービス（居住系サービス又は施設系サービスに限る。）又は施設サービスについては、３年に１回以上の頻度で行うことが望ましいものとする。）や個別事由を勘案し、原則毎年度、計画的に実施できるよう選定する。

　２　監査の選定基準

監査は次に示す情報等を踏まえて、第２の２に掲げる方針に照らし、必要があると認められる場合に実施する。

　　(1) 要確認情報

①　通報・苦情・相談等に基づく情報
②　市町が、高齢者虐待防止法に基づき虐待を認定した場合又は高齢者虐待等により利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしている疑いがあると認められる情報
③　国民健康保健団体連合会（以下「連合会」という。）、地域包括支援センターへ寄せられる苦情

④　連合会・保険者からの通報情報

⑤　連合会介護給付適正化システムの分析から特異傾向を示す事業者

⑥　介護サービス情報の公表制度に係る報告の拒否等に関する情報
　　(2) 運営指導において確認した情報

　　　　運営指導（市及び町が実施したものを含む。）において確認した指定基準違反等

３　市町との連携

　　　指導及び監査の選定に当たっては、必要に応じ市及び町との連携を図り、必要な情報交換を行うものとする。

第７  指導方法
　１　実施体制

(1) 集団指導は、指導項目に応じた実施体制により行う。

(2) 運営指導は、原則として別表の指導班編成基準のとおり班を編成して行う。
　２　指導実施計画の策定

　　(1) 指導の実施計画として、年間実施計画及び月別実施計画を定める。
  　(2) 年間実施計画は、毎年度当初に、施設の種別、月別、実施形態等の総括的な計画を定める。
  　(3) 月別実施計画は、指導実施月の１カ月前までに、当該月の指導日、指導班、実施日程を定める。
３　実施通知等

(1) 集団指導については、その対象となる介護サービス事業者等に対し、必要な事項について原則として２か月前までに通知する。

(2) 運営指導については、その対象となる介護サービス事業者等に対し、原則として指導日の１カ月前までに、指導の期日、その他必要な事項について別記様式１により通知する。

　　ただし、指導対象となる事業所において高齢者虐待が疑われている等の理由により、あらかじめ通知したのでは当該介護サービス事業者等の日常におけるサービスの提供状況を確認することができないと認められる場合は、指導開始時に指導の期日、その他必要な事項について別記様式１により通知するものとする。

　４　指導方法等
(1) 運営指導の実施に当たっては、介護サービス事業者等に対し、理解と協力を得るため、あらかじめその趣旨を説明する。
(2) 運営指導の実施に当たっては、能率的に行うとともに、介護サービス事業者等の業務に支障のないように努める。
(3) 運営指導における対象業務の事務処理及び運営等についての状況聴取は、当該介護サービス事業者等の業務の責任者を中心に進める。
(4) 施設・設備や利用者等のサービス利用状況以外の実地でなくても確認出来る内容（最低基準等運営体制指導及び報酬請求指導に限る。）の確認については、情報セキュリティの確保を前提としてオンライン等を活用することができる。活用に当たっては、介護保険施設等の過度な負担とならないよう十分に配慮する。
５　運営指導の講評
運営指導の終了後、介護サービス事業者等に対し、指導の結果について、次に掲げる事項に留意し講評する。
(1) 講評に当たっては、介護サービス事業者等に対し、書面その他により指導対象業務の事務処理及び運営等の問題点及び改善を要する事項を十分認識させ、必要な指導を行う。
    (2) 講評に当たって、指導担当者のみで判断することが困難と認められる事項については、当該事項を後日検討のうえ、別途必要な指導を行う。
    (3) 講評に当たって、人事案件等、特に介護サービス事業者等の責任者にのみ指示を行うことが適当と認められる事項については、別途講評する。
６　運営指導の復命及び結果通知等
(1) 運営指導担当者は、指導終了後、速やかにその結果について上司に復命する。
(2) 運営指導の結果については、速やかに当該介護サービス事業者等に対し、別記様式２により通知する。
(3)  (2)の通知における改善指導事項については、「改善結果報告を要する事項」と「改善結果報告を要しない事項」とに区分する。

(4) 「改善結果報告を要する事項」については、法令及び通知等に違反する事項で、当該介護サービス事業者等の運営上重要な事項、又は前回の運営指導において指導があったにもかかわらず未だ改善されていない事項、又は介護報酬について過誤による調整を要すると認められた事項を指し、「改善結果報告を要しない事項」については、法令及び通知等に違反する事項で、当該介護サービス事業者等の運営上重要な事項ではあるが報告になじまない事項、又は注意を喚起する事項を指す。
(5) 「改善結果報告を要する事項」については、介護サービス事業者等に対し、２カ月以内に、その改善状況等の文書による報告を求める。
(6) 「改善結果報告を要する事項」に対する回答に疑義がある場合又は改善状況が不十分と認められる場合は、必要な指導を行う。

(7) その他必要な結果通知の方法は別途定めることができる。

第８　運営指導の監査への変更

　　　運営指導中に次に該当する状況を確認した場合は、運営指導を中止し、直ちに監査を行い、事実関係の調査及び確認を行うものとする。
１　介護給付等対象サービスの事業の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準に従っていない状況が著しいと認められる場合又はその疑いがあると認められる場合

２　介護報酬請求について、不正を行っていると認められる場合又はその疑いがあると認められる場合

３　不正の手段による指定等を受けていると認められる場合又はその疑いがあると認められる場合

４　高齢者虐待等により、利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしていると認められる場合又はその疑いがあると認められる場合

第９　監査方法

　１　実施時期等
　　　監査は、第６の２に該当する場合において、速やかに行うものとするほか、第８の場合に行うものとする。

　２　実施体制

監査は、必要に応じた班編成により行う。

３　実施通知等

監査の対象となる介護サービス事業者等を決定したときは、必要な事項を別記様式１－２により、監査開始時に通知する。なお、第８により運営指導を実施中に監査に移行した場合は、口頭により当該事項を含め監査を実施する旨通告する。
４　情報提供等

監査の実施に当たっては、事前に、関係する保険者及び監査の対象が指定地域密着型サービス事業者等又は指定地域密着型介護予防サービス事業者等の場合は当該事業者を指定している全ての市町長に情報提供を行い、必要に応じ同時に監査を実施する等の連携を図るものとする。
　  
５　監査結果の講評
　 　 監査の終了後、介護サービス事業者等に対し、監査の結果について、次に掲げる事項に留意し講評する。
(1) 講評に当たっては、介護サービス事業者等に対し、書面その他により監査対象業務の事務処理及び運営等の問題点及び改善を要する事項を十分認識させ、必要な指導を行う。
    (2) 講評に当たって、監査担当者のみで判断することが困難と認められる事項については、当該事項を後日検討のうえ、別途必要な指示を行う。
    (3) 講評に当たって、人事案件等、特に介護サービス事業者等の責任者のみに指示を行うことが適当と認められる事項については、別途その者に対し講評する。

６　監査の復命及び結果通知等
(1) 監査担当者は、監査終了後、速やかにその結果について上司に復命する。
(2) 監査の結果、重大な指定基準違反等が認められた場合には、速やかに指定担当課に報告し、第10の１に規定する行政上の措置の検討に必要な情報提供等を行う。
(3) 監査の結果については、文書により通知する。なお、第10の１(1)～(7)に該当する場合はそれらの通知に代えることができる。また、第10の１(1)～(7)に該当しない、改善を要すると認められた事項については、その旨を通知し期限を定めて報告を求めるものとする。
(4) (3)後段の通知及びその後の事務処理等については、第７の６(4)以下に準じて行う。
　７　市町による実地検査等

(1) 指定権限が県にある介護サービス事業者等に対して市町が監査を行う場合において、当該市町から監査を行う旨の情報提供があった場合には、必要な協力を行うものとする。当該監査が複数の市町に関係がある場合には、県において総合的な調整を行う。

　　(2) (1)による監査を実施した市町から指定基準違反等を認めた旨の通知があったときは、速やかに必要な措置をとるものとする。また、行政上の措置を行う旨の通知があったときは、その事務について県内の標準化等を図る点から当該市町長に助言を行うものとする。
第10　行政上の措置等
１　行政上の措置

指定基準違反等が認められた場合には、「勧告、命令等」、「指定の取消し等」、「設備の使用制限等」、「変更命令」、「業務運営の勧告、命令等」、「許可の取消し等」の規定に基づき行政上の措置をとるものとする。
(1) 勧告

①  介護サービス事業者等に指定基準違反の事実が確認された場合、当該介護サービス事業者等に対し、期限を定めて、文書により基準の遵守等の措置をとるべきことを勧告することができる。

②　期限内に勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができる。

③  勧告した場合は、当該介護サービス事業者等に対し期限内に文書によりとった措置について報告を求める。
(2)命令
①  介護サービス事業者等が正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護サービス事業者等に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命令することができる。
②　命令をした場合には、その旨を公示しなければならない。
③  命令した場合は、当該介護保険施設等に対し期限内に文書によりとった措置について報告を求める
(3) 指定の取消し等
指定基準違反等の内容等が、介護保険法第７７条第１項各号、第９２条第１項各号及び第１１５条の９第１項各号並びに旧介護保険法第１１４条第１項各号のいずれかに該当する場合においては、当該介護サービス事業者等に係る指定若しくは許可を取り消し、又は期間を定めてその指定若しくは許可の全部若しくは一部の効力の停止をすることができる。
　　(4) 設備の使用制限等

介護老人保健施設又は介護医療院が療養室等の設備や条例で定める施設を有しなくなったとき、又は設備及び運営に関する基準に適合しなくなったときは、当該施設の開設者に対し、期間を定めて、その全部若しくは一部の使用を制限し、若しくは禁止し、又は期限を定めて、修繕若しくは改築を命ずることができる。
(5) 変更命令

介護老人保健施設又は介護医療院に係る施設の管理者が当該施設の管理者として不適当であると認めるときは、当該施設の開設者に対し、期限を定めて、当該施設の管理者の変更を命ずることができる。

(6) 業務運営の勧告、命令等

介護老人保健施設又は介護医療院において基準違反の事実が確認された場合、当該施設の開設者に対し、期限を定めて、文書により基準を遵守すべきことを勧告することができるほか、これに従わなかったときは、その旨を公表することができる。
また、正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命令することができる。また、命令をした場合には、その旨を公示しなければならない。なお、勧告又は命令をした場合は、当該施設の開設者に対し期限内に文書によりとった措置について報告を求める。

(7) 許可の取消し等

介護老人保健施設又は介護医療院における指定基準違反等の内容等が、法第１０４条第１項各号、法第１１４条の６第１項各号のいずれかに該当する場合においては、当該施設に係る許可を取り消し、又は期間を定めてその許可の全部若しくは一部の効力の停止（以下「許可の取消等」という。）をすることができる。

２　聴聞等

監査の結果、当該介護サービス事業者等が命令又は指定の取消し等若しくは許可の取消等の処分（以下「取消処分等」という。）に該当すると認められる場合は、監査後、取消処分等の予定者に対して、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項各号の規定による聴聞又は弁明の機会の付与を行わなければならない。ただし、同条第２項各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。
３　経済上の措置
(1) 不正利得となる返還金の徴収の要請
取消処分等（命令を除く。）を行った場合に、当該介護サービス事業者等が法第２２条第３項に規定する偽りその他不正の行為により介護報酬の支払いを受けている場合には、その支払った額につきその返還させるべき額を不正利得とし、当該支払いに関係する保険者に対し、当該不正利得の徴収を行うよう要請するものとする。
(2) 返還金の徴収方法

上記(1)の不正利得については、原則として、法第２２条第３項の規定により当該返還させるべき額に１００分の４０を乗じて得た額を併せて徴収するものとする。
第11　指導及び監査にあたっての留意事項

１　証明書の携帯
　　指導及び監査担当者は、指導及び監査の実施に当たっては、石川県社会福祉法人等指導監査要綱別記様式１に定める証明書を携行するものとする。

２  立会い等
　    指導及び監査の実施に当たっては、必要に応じ、関係行政機関の出席又は立会いを依頼する。
第12  関係機関等との連携
　　　指導の重点事項及び実施計画の策定、指導及び監査の実施及び結果の処理に当たっては、関係行政機関との十分な連携のもとに行う。
第13　その他
この要綱に定めるもののほか、指導及び監査の実施に関し必要な事項は別に定める。
（附則）この要綱は、平成１３年１月１日から適用する。
（附則）この要綱は、平成１５年６月１日から適用する。
（附則）この要綱は、平成１６年６月１日から適用する。

（附則）この要綱は、平成１６年１０月１日から適用する。

（附則）この要綱は、平成１８年６月１日から適用する。

（附則）この要綱は、平成２０年５月１日から適用する。
　

（附則）この要綱は、平成２２年５月１１日から適用する。
ただし、施行の際現に使用している改正前の別紙様式１による証明書については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

（附則）この要綱は、平成２４年５月１１日から適用する。
（附則）この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。
（附則）この要綱は、平成３０年４月１日から適用する。
（附則）この要綱は、令和３年３月３１日から適用する。
（附則）この要綱は、令和４年５月２日から適用する。
ただし、施行の際現に使用している改正前の別記様式３による証明書については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
別表

　　指導班編成基準

	対 象 施 設 等
	人数
	担当課等名
	内訳
	指導項目

	施設サービス関係


	４人


	厚生政策課
	１人
	重点事項、運営管理等



	
	
	長寿社会課
	１人
	介護給付費の算定等


	
	
	保健福祉ｾﾝﾀｰ
	２人
	従業者処遇、非常対策等

利用者処遇、衛生管理等

	居宅サービス関係
（介護予防含む）
	２～４

人


	厚生政策課

長寿社会課

保健福祉ｾﾝﾀｰ
	２～４

　　人
	重点事項、運営管理等

介護給付費の算定等
従業者処遇、非常対策等

利用者処遇、衛生管理等


別記様式１－１
第　　　　　号
年　　月　　日
          　　　　　　　　　様
                                    　　　　部     　　長
年度介護保険法の規定に基づく指導の実施について
  介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図ることを目的として、下記のとおり運営指導を実施しますので通知します。
  ついては、事前提出資料（別紙１のとおり）を運営指導日の２週間前までに提出願います。また、運営指導当日に帳簿書類等（別紙２のとおり）を用意してください。
                               記
  １　運営指導対象及び日時
	施 設 名 等
	事 業 種 別
	日　　程

	
	
	  　月　 日( )　 時　 分～


  ２　運営指導場所

　３　運営指導事項
      　対象施設等の　　年度から指導日現在までにおける運営状況及び　　年度の

運営計画
４　運営指導担当者
５　介護サービス事業者等の出席者
　６　事前提出資料

別紙１のとおり
　７　運営指導日までに準備していただく帳簿書類等

　　　別紙２のとおり
８　根拠法令

介護保険法第24条､第76条､第90条､第100条､第114条の２､第115条の７

旧介護保険法第112条
　９　当日の進め方、流れ等
（別記様式１－２）　
第　　　　　号
年　　月　　日
          　　　　　　　　　様
                                    　　　　部     　　長
介護保険施設等に対する監査の実施について
介護保険法第第76条、第90条、第100条、第114条の２、第115条の７及び旧介護保険法第112条の規定に基づき、下記のとおり監査を実施しますので、通知します。
記                      

	施 設 名 等
	事 業 種 別
	日　　程

	
	
	月　 日( )　 時　 分～


１　監査場所
２　監査事項　　
３　監査担当者
４　監査対象介護サービス事業者等の出席者　　
５　必要な書類等　　
６　虚偽の報告又は答弁、検査忌避等に関する罰則規定
別記様式２

指摘事項がない場合

第　　　　　号
年　　月　　日
  　　　　　　　　

　　　　　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　　　長

　　年度介護保険法の規定に基づく指導の結果について（通知）

  　下記施設等の指導を  　　年　　月　　日に実施した結果、概ね良好と認められたので通知します。
  　なお、現地での係員による説明事項についてご留意いただくとともに、今後とも適正な運営とサービスの質の向上に努められるようお願いします。

記

指摘事項がある場合
第　　　　　号
年　　月　　日
   　　　　　　　　　　　　　様
                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　　　長
年度介護保険法の規定に基づく指導（監査）の結果について（通知）

    下記施設等の指導（監査）を　　　年　　月　　日に実施した結果、別紙事項について是正改善の必要があると認められるので通知します。ついては、現地で係員が指示した事項も併せ、所要の措置を講じてください。
    なお、別紙事項中、改善結果報告を要する事項については、それを証する資料を添付のうえ、　　　年　　月　　日までに報告してください。
　　また、貴法人が運営する全ての事業所において確認を行い、必要に応じて改善を図ってください。

記

別紙

	法　人　名
	


　　

改善結果報告を要する事項
改善結果報告を要しない事項
※［回答文書例］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　石川県健康福祉部長　様　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

年度介護保険法の規定に基づく指導（監査）における指摘事項の改善結果報告について

　

　　年　月　日付け　第　　号により指摘のありました標記のことについて別紙のとおり改善いたしましたので報告します。

（注）　改善結果報告については、県の指摘事項も書き入れ、その次に改善結果を記載すること。

　　　　また、期限までに改善が困難な事項については、改善措置が可能となる見込みについて具体的に記載のこと。

改善結果報告を要しない指摘事項のみある場合
第　　　　　号
年　　月　　日
  　　　　　　　　　　　　　　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　     　部　　　長

年度介護保険法の規定に基づく指導（監査）の結果について（通知）  

　  下記施設等の指導を　　　　年　　月　　日に実施した結果、別紙事項について是正改善の必要があると認められるので通知します。
    ついては、別紙事項及び現地において係員が指示した事項も併せ、所要の措置を講じてください。
記

別紙

（略）

